
日金協（業）第 30-044 号 

平成 30 年 9 月 10 日 

 

 

各  位 

 

日 本 貸 金 業 協 会 

業務企画部 広報課 

 

 

広報誌「ＪＦＳＡ」第 27 号（秋号）の送付について 

 

日本貸金業協会広報誌「ＪＦＳＡ」第 27 号（秋号）を刊行し、協会員及び関

係団体等、約 2,630 先に送付いたしました。 

内容（目次等）は、添付のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

業務企画部広報課 

電話 03-5739-3013 



https://www.j-fsa.or.jp
〒108-0074
東京都港区高輪三丁目19番15号 二葉高輪ビル

日本貸金業協会 検 索

北 海 道 支 部
宮 城 県 支 部
岩 手 県 支 部
福 島 県 支 部
秋 田 県 支 部
青 森 県 支 部
山 形 県 支 部
東 京 都 支 部
神 奈 川 県 支 部
埼 玉 県 支 部
千 葉 県 支 部
山 梨 県 支 部
栃 木 県 支 部
茨 城 県 支 部
群 馬 県 支 部
新 潟 県 支 部
長 野 県 支 部
愛 知 県 支 部
静 岡 県 支 部
三 重 県 支 部
岐 阜 県 支 部
石 川 県 支 部
福 井 県 支 部
富 山 県 支 部
大 阪 府 支 部
京 都 府 支 部
兵 庫 県 支 部
奈 良 県 支 部
和 歌 山 県 支 部
滋 賀 県 支 部
広 島 県 支 部
山 口 県 支 部
岡 山 県 支 部
鳥 取 県 支 部
島 根 県 支 部
香 川 県 支 部
愛 媛 県 支 部
徳 島 県 支 部
高 知 県 支 部
熊 本 県 支 部
大 分 県 支 部
鹿 児 島 県 支 部
宮 崎 県 支 部
福 岡 県 支 部
佐 賀 県 支 部
長 崎 県 支 部
沖 縄 県 支 部

※

支　部

011-222-6033
022-227-3844
019-651-2767
024-536-3211
018-863-1732
017-721-2530
023-674-9622
03-5739-3021
045-227-9518
048-824-0894
043-284-4100
055-226-7820
028-624-0604
029-222-3558
027-260-8582
025-242-0377
026-269-0360
052-265-5280
054-255-8484
059-226-9777
058-253-2959
076-231-1200
0776-21-5508
076-444-2324
06-6260-0921
075-257-7490
078-392-3781
0742-23-9535
073-471-5245
077-525-3860
082-546-0136
083-973-6220
086-803-0001
0857-26-2430
0852-24-2229
087-833-0888
089-946-4000
088-622-7833
088-824-1495
096-322-3640
097-573-8080
099-298-9195
0985-35-6256
092-721-0117
0952-23-7375
095-824-5503
098-866-0555

電話番号

〒064-0804
〒980-0014
〒020-0025
〒960-8032
〒010-0951
〒030-0862
〒990-0033
〒108-0074
〒231-0021
〒330-0074
〒260-0045
〒400-0031
〒320-0032
〒310-0011
〒371-0024
〒950-0087
〒380-0921
〒460-0003
〒420-0853
〒514-0006
〒500-8882
〒920-0901
〒910-0006
〒930-0005
〒542-0081
〒604-8162
〒650-0021
〒630-8215
〒640-8341
〒520-0044
〒730-0022
〒754-0011
〒700-0824
〒680-0831
〒690-0002
〒760-0018
〒790-0001
〒770-0847
〒780-0870
〒860-0845
〒870-0034
〒892-0828
〒880-0803
〒810-0073
〒840-0842
〒850-0841
〒900-0021

北海道札幌市中央区南4条西6丁目8番地  晴ばれビル 10F
宮城県仙台市青葉区本町 2-9-7 仙台YFビル 5F
岩手県盛岡市大沢川原 3-2-5 船越ビル 1F
福島県福島市陣場町 6-10
秋田県秋田市山王 6-1-13 山王プレスビル 5F
青森県青森市古川 1-10-13 AQUA古川1丁目ビル 3F
山形県山形市諏訪町 1-1-1 センチュリープレイス山形 8F
東京都港区高輪 3-19-15 二葉高輪ビル 2F
神奈川県横浜市中区日本大通7番地 合人社横浜日本大通7  8F
埼玉県さいたま市浦和区北浦和 5-6-5 浦和合同庁舎 3F
千葉県千葉市中央区弁天 1-2-8 千葉CTビル 4F
山梨県甲府市丸の内 3-20-7 甲府フロントビル 8F
栃木県宇都宮市昭和 1-3-10 栃木県庁舎西別館 2F
茨城県水戸市三の丸1-4-73 水戸三井ビルディング 5F
群馬県前橋市表町 2-18-19 ケヤキテラス 1F
新潟県新潟市中央区東大通 1-3-1 新潟帝石ビルディング 4F
長野県長野市大字栗田 995-1 倉石ビル 2F
愛知県名古屋市中区錦 3-6-35 名古屋郵船ビルディング 6F
静岡県静岡市葵区追手町 3-11 静岡信用金庫追手町ビル 4F
三重県津市広明町 112-5 第3いけだビル 4F
岐阜県岐阜市西野町 7-4 吉光ビル
石川県金沢市彦三町 2-5-27 名鉄北陸開発ビル 9F
福井県福井市中央 1-6-17 中央タワーパーキングビル 3F
富山県富山市新桜町 6-24 COI富山新桜町ビル 3F
大阪府大阪市中央区南船場 1-16-20 ムラキビルディング 3F
京都府京都市中京区烏丸通 薬師上る七観音町 637インターワンプレイス烏丸 4F
兵庫県神戸市中央区三宮町3-7-6 神戸元町ユニオンビル 5F
奈良県奈良市東向中町 6 奈良経済会館 4F
和歌山県和歌山市黒田 1-1-19 阪和第一ビル 3F
滋賀県大津市京町1-3-44 イイダビル 2F
広島県広島市中区銀山町 3-17 第2末広ビル 2F
山口県山口市小郡御幸町 5-24-202 ワイズビル 2F
岡山県岡山市北区内山下 2-2-2 第七小野ビル 4F
鳥取県鳥取市栄町 217
島根県松江市大正町 414 スズキビル 2F
香川県高松市天神前 10-1 高松天神前ビル 4F
愛媛県松山市一番町 1-15-2 松山一番町ビル 3F
徳島県徳島市幸町 3-5-2 出口ビル 2F
高知県高知市本町 2-2-29 畑山ビル 6F
熊本県熊本市中央区上通町 7-32 熊本県蚕糸会館内
大分県大分市都町 1-1-23  TKフロンティアビル 7F
鹿児島県鹿児島市金生町 4-10 アーバンスクエア鹿児島ビル 4F
宮崎県宮崎市旭 1-6-17 マリンビル 2F 2-C
福岡県福岡市中央区舞鶴 2-2-3 サンライフ赤坂Bldg. 3F
佐賀県佐賀市多布施 1-10-18
長崎県長崎市銅座町 14-9 ICNビル 7F
沖縄県那覇市泉崎 1-10-16 沖縄バス本社ビル 207号室

住　所 平成29年12月1日現在

※平成29年10月3日に三重県支部の住所が変わりました。

受付時間9：00～17：30（土・日・祝日、年末年始を除く）

中立公正な立場から解決を支援します。
TEL.0570-051-051相 談・紛 争 解 決 窓 口・・・・・・・・・・・・・・・

TEL.03-5739-3867
TEL.03-5739-3330
TEL.03-6450-3023

資格試験に関するお問合せ窓口

主任者登録に関するお問合せ窓口

登録講習に関するお問合せ窓口

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

9時30分～12時　13時～17時30分

（土・日・祝日、年末年始を除く）

本　部：総 務 部

業 務 企 画 部

会 員 業 務 部

規 律 審 査 部
監 査 企 画 部
監 査 部
貸金業相談・紛争解決センター

TEL.03-5739-3011
TEL.03-5739-3011
TEL.03-5739-3012
TEL.03-5739-3013
TEL.03-5739-3016
TEL.03-5739-3014
TEL.03-5739-3254
TEL.03-5739-3017
TEL.03-5739-3034
TEL.03-5739-3015
TEL.03-5739-3015
TEL.03-5739-3861

（協会の総務・人事・経理に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（事業計画・立案、予算管理、部門間調整、ホームページID・パスワードに関すること）・・・
（協会加入・退会、会費に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（調査研究、広報、建議要望、マスコミ対応、消費者啓発等に関すること）・・・・・
（事業者金融に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（自主規制、業務に関する相談、研修に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（広告審査に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（利用協会員に対する特定情報等の提供に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（法令等違反の届出に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（監査の企画及び監査結果の審査に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（監査の実施に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（消費者等からの相談・苦情・紛争解決に関すること）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

※平成30年2月1日より受付時間が9：00～17：00に変更となります。

北 海 道 支 部 011-222-6033 〒064-0804 北海道札幌市中央区南4条西6丁目8番地  晴ばれビル 10F
宮 城 県 支 部 022-227-3844 〒980-0014 宮城県仙台市青葉区本町 2-9-7 仙台YFビル 5F
岩 手 県 支 部 019-651-2767 〒020-0025 岩手県盛岡市大沢川原 3-2-5 船越ビル 1F
福 島 県 支 部 024-536-3211 〒960-8032 福島県福島市陣場町 6-10
秋 田 県 支 部 018-863-1732 〒010-0951 秋田県秋田市山王 6-1-13 山王プレスビル 5F
青 森 県 支 部 017-721-2530 〒030-0862 青森県青森市古川 1-10-13 AQUA古川1丁目ビル 3F
山 形 県 支 部 023-674-9622 〒990-0033 山形県山形市諏訪町 1-1-1 センチュリープレイス山形 8F
東 京 都 支 部 03-5739-3021 〒108-0074 東京都港区高輪 3-19-15 二葉高輪ビル 2F
神 奈 川 県 支 部 045-227-9518 〒231-0021 神奈川県横浜市中区日本大通7番地 合人社横浜日本大通7 8F
埼 玉 県 支 部 048-824-0894 〒330-0074 埼玉県さいたま市浦和区北浦和 5-6-5 浦和合同庁舎 3F
千 葉 県 支 部 043-284-4100 〒260-0045 千葉県千葉市中央区弁天 1-2-8 千葉CTビル 4F
山 梨 県 支 部 055-226-7820 〒400-0031 山梨県甲府市丸の内 3-20-7 甲府フロントビル 8F
栃 木 県 支 部 028-624-0604 〒320-0032 栃木県宇都宮市昭和 1-3-10 栃木県庁舎西別館 2F
茨 城 県 支 部 029-222-3558 〒310-0021 茨城県水戸市南町1-2-27 水戸スタービル 201号室
群 馬 県 支 部 027-260-8582 〒371-0024 群馬県前橋市表町 2-18-19 ケヤキテラス 1F
新 潟 県 支 部 025-242-0377 〒950-0087 新潟県新潟市中央区東大通 1-3-1 新潟帝石ビルディング 4F
長 野 県 支 部 026-269-0360 〒380-0921 長野県長野市大字栗田 995-1 倉石ビル 2F
愛 知 県 支 部 052-265-5280 〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦 3-6-35 名古屋郵船ビルディング 6F
静 岡 県 支 部 054-255-8484 〒420-0853 静岡県静岡市葵区追手町 3-11 静岡信用金庫追手町ビル 4F
三 重 県 支 部 059-226-9777 〒514-0006 三重県津市広明町 112-5 第3いけだビル 4F
岐 阜 県 支 部 058-253-2959 〒500-8882 岐阜県岐阜市西野町 7-4 吉光ビル
石 川 県 支 部 076-231-1200 〒920-0901 石川県金沢市彦三町 2-5-27 名鉄北陸開発ビル 9F
福 井 県 支 部 0776-21-5508 〒910-0006 福井県福井市中央 1-6-17 中央タワーパーキングビル 3F
富 山 県 支 部 076-444-2324 〒930-0005 富山県富山市新桜町 6-24 COI富山新桜町ビル 3F
大 阪 府 支 部 06-6260-0921 〒542-0081 大阪府大阪市中央区南船場 1-16-20 ムラキビルディング 3F
京 都 府 支 部 075-257-7490 〒604-8162 京都府京都市中京区烏丸通蛸薬師上る七観音町 637 インターワンプレイス烏丸 4F
兵 庫 県 支 部 078-392-3781 〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町3-7-6 神戸元町ユニオンビル 5F
奈 良 県 支 部 0742-23-9535 〒630-8215 奈良県奈良市東向中町 6 奈良経済会館 4F
和 歌 山 県 支 部 073-471-5245 〒640-8341 和歌山県和歌山市黒田 1-1-19 阪和第一ビル 3F
滋 賀 県 支 部 077-525-3860 〒520-0044 滋賀県大津市京町1-3-44 イイダビル 2F
広 島 県 支 部 082-546-0136 〒730-0022 広島県広島市中区銀山町 3-17 第2末広ビル 2F
山 口 県 支 部 083-973-6220 〒754-0011 山口県山口市小郡御幸町 5-24-202 ワイズビル 2F
岡 山 県 支 部 086-803-0001 〒700-0824 岡山県岡山市北区内山下 2-2-2 第七小野ビル 4F
鳥 取 県 支 部 0857-26-2430 〒680-0831 鳥取県鳥取市栄町 217
島 根 県 支 部 0852-24-2229 〒690-0002 島根県松江市大正町 414 スズキビル 2F
香 川 県 支 部 087-833-0888 〒760-0018 香川県高松市天神前 10-1 高松天神前ビル 4F
愛 媛 県 支 部 089-946-4000 〒790-0001 愛媛県松山市一番町 1-15-2 松山一番町ビル 3F
徳 島 県 支 部 088-622-7833 〒770-0847 徳島県徳島市幸町 3-5-2 出口ビル 2F
高 知 県 支 部 088-824-1495 〒780-0870 高知県高知市本町 2-2-29 畑山ビル 6F
熊 本 県 支 部 096-322-3640 〒860-0845 熊本県熊本市中央区上通町 7-32 熊本県蚕糸会館内
大 分 県 支 部 097-573-8080 〒870-0034 大分県大分市都町 1-1-23 TKフロンティアビル 7F
鹿 児 島 県 支 部 099-298-9195 〒892-0828 鹿児島県鹿児島市金生町 4-10 アーバンスクエア鹿児島ビル 4F
宮 崎 県 支 部 0985-35-6256 〒880-0803 宮崎県宮崎市旭 1-6-17 マリンビル 2F 2-C
福 岡 県 支 部 092-721-0117 〒810-0073 福岡県福岡市中央区舞鶴 2-2-3 サンライフ赤坂Bldg. 3F
佐 賀 県 支 部 0952-23-7375 〒840-0842 佐賀県佐賀市多布施 1-10-18
長 崎 県 支 部 095-824-5503 〒850-0841 長崎県長崎市銅座町 14-9 ICNビル 7F
沖 縄 県 支 部 098-866-0555 〒900-0021 沖縄県那覇市泉崎 1-10-16 沖縄バス本社ビル 207号室

※平成30年3月14日に茨城県支部の住所が変わりました。

※

総 務 部（協会の総務・人事・経理に関すること） TEL.03-5739-3011
（事業計画・立案、予算管理、部門間調整、ホームページ ID・パスワードに関すること） TEL.03-5739-3011

業 務 企 画 部（協会加入・退会、会費に関すること） TEL.03-5739-3012
（調査研究、広報、建議要望、マスコミ対応、消費者啓発等に関すること） TEL.03-5739-3013
（事業者金融に関すること） TEL.03-5739-3016

会 員 業 務 部（自主規制、業務に関する相談） TEL.03-5739-3014
（研修に関すること） TEL.03-5739-3018
（広告審査に関すること） TEL.03-5739-3254
（利用協会員に対する特定情報等の提供に関すること） TEL.03-5739-3017

規 律 審 査 部（法令等違反の届出に関すること） TEL.03-5739-3034
監 査 企 画 部（監査の企画及び監査結果の審査に関すること） TEL.03-5739-3015
監 査 部（監査の実施に関すること） TEL.03-5739-3015
貸金業相談・紛争解決センター（消費者等からの相談・苦情・紛争解決に関すること） TEL.03-5739-3861

相 談 ・ 紛 争 解 決 窓 口 TEL.0570-051-051
中立公正な立場から解決を支援します。
受付時間 9：00～17：00（土・日・祝休日、　　　　  を除く）

支　　部 電話番号 住　　所 平成30年8月1日現在
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～日本全国に広がる協会員の輪～
新規加入業者のご紹介 平成29年12月～平成30年8月

緑のマークは安心・信頼の目印。
協会員の証

平成29年12月から平成30年8月の9か月間に、
次の22業者が日本貸金業協会に加入しましたので
ご紹介いたします。

1 第006020号 愛知県知事(1) 第04212号 JR東海財務マネジメント株式会社 稲葉  秀夫 愛 知 県

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成29年度第9回理事会 承認分（平成29年12月20日開催）

1 第006021号 東京都知事(6) 第26293号 ヤエス商事株式会社 奈良 　崇 東 京 都
2 第006022号 東京都知事(1) 第31670号 日本フィンテック株式会社 藤森  一紀 東 京 都
3 第006023号 沖縄県知事(1) 第04243号 タイセイ 安次嶺 昌毅 沖 縄 県

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成29年度第10回理事会 承認分（平成30年1月17日開催）

1 第006024号 東京都知事(1) 第31673号 株式会社キープエレガント 藤本  圭介 東 京 都
2 第006025号 東京都知事(1) 第31675号 エメラダ株式会社 澤村  帝我 東 京 都
3 第006026号 東京都知事(1) 第31676号 大和物産株式会社 大塚  一基 東 京 都

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成29年度第11回理事会 承認分（平成30年2月21日開催）

1 第006027号 東京都知事(4) 第30701号 株式会社フューチャープランニング 河田  淨二 東 京 都
2 第006028号 沖縄県知事(1) 第04244号 株式会社　リトル 久高  将貴 沖 縄 県

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成29年度第12回理事会 承認分（平成30年3月20日開催）

1 第006033号 石川県知事(1) 第00314号 小村商事 小村 有樹生 石 川 県
2 第006034号 高知県知事(1) 第01520号 キャッシングとらすと 竹島  暢幸 高 知 県

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成30年度第2回理事会 承認分（平成30年5月16日開催）

1 第006035号 東京都知事(1) 第31685号 株式会社KIZUNA 霜田  潔孝 東 京 都

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成30年度第3回理事会 承認分（平成30年6月13日開催）

1 第006029号 東京都知事(1) 第31684号 インスタキャッシュ株式会社 大前  和徳 東 京 都
2 第006030号 大阪府知事(1) 第12993号 株式会社ワールドアシスト 高本  裕樹 大 阪 府
3 第006031号 大阪府知事(1) 第12995号 アトラファイナンス株式会社 田中  克典 大 阪 府
4 第006032号 和歌山県知事(1) 第00243号 ローンズマルキ 植本  武志 和歌山県

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成30年度第1回理事会 承認分（平成30年4月25日開催）

1 第006036号 北海道知事(1)空 第00243号 スカイウイングリース株式会社 高見 　明 北 海 道
2 第006037号 東京都知事(1) 第31688号 BASE BANK株式会社 鶴岡  裕太 東 京 都
3 第006038号 愛媛県知事(1) 第02202号 ハートインベストメント株式会社 三好 志乃ぶ 愛 媛 県
4 第006039号 宮崎県知事(1) 第01794号 WASHHOUSEフィナンシャル株式会社 日髙  和彦 宮 崎 県

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成30年度第4回理事会 承認分（平成30年7月18日開催）

1 第006040号 神奈川県知事(1)第05049号 日本元気キャピタル株式会社 兼松  誠司 神奈川県
2 第006041号 沖縄県知事(1)第04245号 ライク 樋渡 　孝 沖 縄 県

登録番号 商号又は名称 本店所在地代表者協会員番号
平成30年度第5回理事会 承認分（平成30年8月15日開催）
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データの利活用に
貸金業の可能性を高める鍵が

デジタル化の進展など、日本の金融ビジネスは自由で柔軟な発想による革新を迫られている。貸金業界におい
てもIT（情報技術）を駆使した異業種からの参入が勢いづいている。フィンテックが金融を変え、日本の成長
を支える勢いになってきた現在、貸金業界はAIやビッグデータなど、いわゆるフィンテックにどう向き合っていく
べきなのか。本号では、日本貸金業協会が昨年度、開催した「仮想通貨・ブロックチェーンに関する研修会」で
講師の一人を務めた落合孝文氏に貸金業へのフィンテック活用の可能性などについて聴いた。

AI・ビッグデータなど、いわゆるフィンテックが注目を浴
びたきっかけや、急速に普及してきた社会的背景をどの
ようにお考えですか。

第4次産業革命が金融分野にも

世界的な傾向としては、リーマンショック後に金融機関
への信頼が薄れて来ていることが強く影響を及ぼしてい
ます。また、IoT※1、ビッグデータ※2、AI（人工知能）など
の技術革新をコアとする第4次産業革命※3と言われてい
るところの一部が金融分野に現れて来たこと、こういった
ところにフィンテックが急速に普及したきっかけがあると
考えています。
社会的背景としては、技術面で言いますと、例えば通信

インフラ、パソコン・スマートフォンなどの性能が向上し、また、
さまざまなプログラムを作るにしてもオープンソース※4の
ものが出て来たりして、安価に新しいサービスが作れる
ような社会的な環境が整いつつありますが、こういった
状況が金融分野にも広がったこと。さらに、金融機関との
関係で言いますと、日本でのフィンテックは最初に銀行の
ところから話題になりました。その原因の一つとして、銀行
が、自身の本当の敵は競合する金融機関ではなく、グー
グル、アマゾン、フェイスブックといったITの巨人といわ
れるプラットフォーマー※5ではないのか、そういった先が
金融サービスを席捲する可能性があるのではないのかと。
一種の外圧的なものがあって日本では銀行でフィンテック
への取組みが経営課題となり、次第に広がって来たという
ところがあります。そして政策面で言いますと、やはり金融
庁もフィンテックというものを後押したというところがあると
考えています。

最初に利用していただけるような部分を増やしていければ
と考えています。
あとは、金融というところでは、日本では個人の金融資
産を見ますと、年配の方の占める割合が大きくなってい
ますので、こういった方々をフィンテックのサービスの中に
いかに取り込んでいくかも重要です。スマートフォンを渡
して、“さぁ、使ってください”だけでは難しいと思います。
どのような方でも金融サービスを利用できるようにすると
いう金融包摂※8の考え方が世界的にも1つのトレンドに
なっていますが、フィンテックによるサービスも年配の方も
含め、さまざまな方々が利用できるようにしていければ、より
日本の金融サービスの厚みが増していくのではないかと
考えています。

日本の金融を良くしていくという意味で言いますと、直近
ではキャッシュレスがフィンテックの取組む領域だと考えら
れています。今まではクレジットカード業界が推進して来

ましたが、他の決済手段、例えば、前払式支払手段※9、
資金移動業※10の口座のようなものも増えていますし、銀行
APIの利用もこれから進む可能性があります。これらの
決済手段を含めてどう進めていくかです。ただ、これを進
めるには利用者にとって、また小売店にとってどのような
メリットがあるかを、しっかり見つけていかなければなら
ないと思います。
キャッシュレスの阻害要因の１つに導入コストの高さ
が挙げられます。プリンターやカードの読み取り機器など
1台数万円も要し、かつ手数料も3％程度の場合が多いと
いうことになりますと、小規模な小売店ですと導入が厳しい
でしょう。しかし、クレジットカードの仕組みを利用しない
ＱＲコード決済※11といった直近で普及が見込まれる手段
ですと、機器面では店側はタブレットさえ準備すればそれ
だけで済むというところもあります。手数料については、
店への手数料も0％に近づけていく議論が出ています。
ただし、単に手数料率を引き下げるだけでは、今度は決済
サービスを提供する事業者の経営が成り立たなくなります
ので、データの利活用を含めた新たなビジネスの仕組みを
考案することが必要になってきます。
現在のクレジットカード決済では、クレジットカードを発行

するカード会社は利用者の一部の情報しか保有していま
せん。しかし、店のPOS端末から出されるレシートのような
豊富な取引情報を利活用できるようになれば、消費者の
前後の導線に関する情報も収集、分析して、消費者が何
故こういう動きをしているのかを掴むことができます。
Fintech協会の分科会では、POSレジベンダーから、この
ようなデジタルレシートを利用したターゲティング広告※12の
効果は、桁１つ位上がる可能性があるとの発表をいただ
いたこともあります。そうしますと決済手数料が無料に近く
てもビジネスとして成り立つようになることが見えてきます。
実際に、中国ではアリババなど超巨大プラットフォーマーが
そういったビジネスモデルを成り立たせています。

また、こういったデータはターゲティング広告だけでなく、
融資や金融商品の販売にも活用できると思います。家計
簿やクラウド会計システムを提供している事業者も、利用
者に対する融資に利用できる情報を利活用することにより
利益を出すことが１つの視点になっています。データを
使ったビジネスの１つとして融資は重要な出口になって
きますので、ここで貸金業界にもつながって来るのではな
いかと考えています。

やはりデータをどのように活用していくかに尽きます。
フィンテックを活用してきめ細かく与信に利用できる情報を
とれるようにすれば、収益性が高まり顧客層も広げられる
可能性があると思います。しかし、データの活用は、何も
貸金業者に限ったことではありません。インターネット上の
商店街であるモール型ECサイトの運営者が出店者に対し
貸付けを行っているところもありますが、さまざまな情報を
持っている事業者において貸金との密接な連携が進め
ば、お金の貸し借りというものが、実態とリスクに即したもの
になっていくと思います。
あとは、フィンテックはこれまでに費用対効果の側面から
扱うことができなかった小口の取引を扱えるようにする、と
いう側面もあると思います。融資型のクラウドファンディング
（ソーシャルレンディング）は、このような視点を貸金の世界
に持ち込んだものと言えますし、資金の拠出元または借主
を小口化できる仕組みを作ることができれば、マーケットを
拡大できる可能性もあると思います。

金融機関側の目線から言いますと、実際にフィンテック
でどのようなビジネスモデルを創出できるかということが、
なかなか見えきっていない、試行錯誤の段階にあるという
ことです。昨年、銀行にオープンAPI提供の努力義務を
課す改正銀行法※6が成立しましたが、データを使ったビジ
ネスモデル、データをどのように利用すればビジネスにつな
げられるのか、というところが確立していない。これが普及
に向けた大きな課題です。
また、法規制についても言及しなければなりません。法
規制はある時点の状況を捉えて作るものですので、何十
年も前に作ったものは次第に整合しなくなっていきます。
新しいビジネスが現れて来たときに、どうしても合致しない
ところが出て来るものなのです。昨今では新しいビジネス
が矢継ぎ早に現れるなど、このような不整合が現れる場面
が目立つようになってきており、ハード・ロー（hard law）から
ソフト・ロー（soft law）※7に委ねる部分が大きくなることが
想定されます。こういった課題は、法規制に自主規制を
組み合わせた、いわゆる共同規制の仕組みを作ることで、
柔軟かつ素早い規制対応ができるようになると思います
ので、まさに日本貸金業協会のような自主規制機関の果す
べき役割というものは、より大きくなると考えています。
そして、消費者に向けての普及啓発です。フィンテック

によるサービスをどう使いこなせば良いのか、どのような点
に気をつけなければならないのか、といったことを周知して
いくことも普及に向けた課題です。消費者庁が行ったある
調査を見ますと、利用した方は“また使いたい”と感じる方
が多い一方、使ったことがない方は、“いや別に使わなくて
良いのでは”と考える方が多いといった結果もあります。

フィンテックの更なる普及に向けた課題をどう捉えてい
ますか。

課題は、ビジネスとしての展開・
法規制・普及啓発など
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※1「IoT」とは
IoTとは、パソコンやスマホなどの情報通信機器に限らず、さまざまな「モノ」が
センサーや通信機能を備えて、インターネットにつながる仕組み。「Internet of 
Things」の略。
※2「ビッグデータ」とは
ビッグデータとは、一般に、情報通信技術の進歩により既存の一般的なソフト
ウェア等で管理、分析が困難な膨大なデータといわれている。

うにする仕組み、いわゆるオープンAPI導入に係る努力義務が課された。正式名
称は「銀行法等の一部を改正する法律」。2017年（平成29年）5月26日に成立、
本年6月1日に施行。
※7「ハード・ロー」（hard law）・「ソフト・ロー」（soft law）とは
一般に、ハード・ローは法的拘束力がある規範といわれる。一方、ソフト・ローは
法的な拘束力がないものの、違反すると経済的・道義的な不利がある規範といわ
れているが、団体等の規則としてのソフト・ローが違反した会員に対する処分等
の根拠となるように、事実上の強制力を持つものもある。

※8「金融包摂」とは
金融包摂（ファイナンシャル・インクルージョン）は、すべての人々が金融サービ
スにアクセスし、利用できるようにするための、総合的な取組みを意味するとい
われている。Fintechをきっかけに注目が集まっている言葉。

※3「第4次産業革命」とは
第4次産業革命とは、18世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化であ
る第1次産業革命、20世紀初頭の分業に基づく電力を用いた大量生産である第
2次産業革命、1970年代初頭からの電子工学や情報技術を用いた一層のオート
メーション化である第3次産業革命に続く、IoT、ビッグデータ、AIをコアとする
技術革新といわれている。
※4「オープンソース」とは
オープンソースとは、一般に、コンピューターのプログラムのソースコードの利用
などが自由に認められているものといわれている。ただし、修正を行った場合の情
報開示等の制限が付されるものもある。

※5「プラットフォーマー」とは
プラットフォーマーとは、一般に、第三者がビジネスや情報配信などを行う基盤
として利用できる製品やサービス、システムなどを提供する事業者を指すといわ
れている。
※6「改正銀行法」とは
改正銀行法は、フィンテック（金融×IT）の動きが世界的規模で加速していること
を受け、利用者保護を確保しつつ、金融機関とフィンテック企業とのオープン・イ
ノベーション（連携・協働による革新）を進めていくための制度的枠組みを整備
することを目的とする。幅広いFintech企業が銀行等のシステムに接続できるよ

※9「前払式支払手段」とは
前払式支払手段とは、商品券やプリペイドカード、電子マネーなどの前払式の決
済サービスをいう。
※10「資金移動業」とは
資金移動業とは、銀行等以外のものが100万円に相当する額以下の為替取引を
業として営むことをいう。資金移動業を営むには「資金決済に関する法律」に基
づき、事前に内閣総理大臣の登録を受けなければならない。

フィンテックは、自社ですべてできるということを必ず
しも意味していません。ここはポイントになるところです。
オープン・イノベーション※13といった言い方をしている銀行
業界であれば、銀行だからこそできるビジネスが存在して
いますが、一方で銀行はベンチャー企業やIT企業のような
斬新な発想に基づく迅速なビジネス展開はなかなかでき
ません。このような銀行だからこそできることと、外部事業
者だからこそできることの利点を掛け合わせる、ということ
はオープン・イノベーションの一つの意味とも言えます。
同様に、貸金業者の皆さまだからこそ持っている機能や
ノウハウがあり、これを外部の事業者が持っているITの
ノウハウやツールといかに組み合わせていくか、そこがまさ
に鍵になるのだと思います。
まずは皆さまが興味を持って、さまざまな事例をご覧
いただくこと。インターネットで見るだけでも相当な情報を
見つけることができます。そして実際にフィンテック企業と
協業されている方々の話などを聞いていただいたり、昨今
増えているフィンテックのイベントに参加していただいたり
しますと、多分ヒントがあると思います。何もない中で進め
ようとしますとハードルが高そうに思えますが、そういった
情報を得ながら“他の人はこういう風に行っている”という
のを見て、そして実証実験のような試行錯誤も実際に行って
いただきますと、少しずつハードルが下がるのではないか
と思います。

※11「ＱＲコード決済」とは
ＱＲコード決済とは、モバイル端末にＱＲコードを読み込ませ買い物の支払いを
済ませる仕組み。
※12「ターゲティング広告」とは
ターゲティング広告とは、一般に、オンライン広告のうち、特定の対象に絞って配
信される広告。代表的なものに人の行動履歴をもとに、人の興味関心を推測して
広告配信を最適化する「行動ターゲティング広告」がある。
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